
宇部市日中一時支援事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条の規定による地域生

活支援事業のうち、同条第３項に規定する事業として、障害者（児）の日中の活動

の場を確保し、障害者（児）の家族の就労支援及び日常介護している家族の一時的

な負担軽減を図ることを目的とする。 

（実施主体） 

第２条 事業の実施主体は、宇部市とする。 

（対象者） 

第３条 この事業の対象者は、宇部市に居住又は宇部市が援護の実施者となる障害者

（児）で、次のいずれかに該当する者とする。 

 （１）身体障害者手帳の交付を受けている者 

 （２）療育手帳の交付を受けている者 

 （３）精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者 

 （４）難病患者 

 （５）その他市長が必要であると認めた者 

（事業の内容） 

第４条 事業の内容は、日中、障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、学校の空

き教室等において、障害者（児）に活動の場を提供し、見守り、社会に適応するた

めの日常的な訓練、給食サービス、送迎サービス等とする。 

２ この事業を利用している時間は、ホームヘルプサービス等その他の障害福祉サー

ビス等は利用できないものとする。 

（利用の申請及び支給決定） 

第５条 この事業を利用しようとする者（以下「利用者」という。）は、地域生活支

援給付費（新規・更新・変更・追加）利用申請書（別記様式第１号）に必要な事項

を記載し、市長に提出するものとする。 

２ 市長は、申請受理後速やかに必要な調査を行い、支給の要否を決定したときは、

地域生活支援事業利用決定通知書兼利用者負担上限額決定通知書（別記様式第２号）

又は地域生活支援事業利用却下通知書（別記様式第３号）により、利用者に通知す

るものとする。 

３ この事業の支給量は、原則として１ヶ月当たり１４日以内とする。ただし、市長

が特に必要と認めた場合はこの限りでない。 

４ 第１項及び第２項の規定は、現に受けている支給決定事項を変更する場合及び更

新する場合について準用する。ただし、変更する場合の決定通知については、地域

生活支援事業支給変更決定通知書（別記様式第４号）によるものとする。 

（有効期間等） 

第６条 前条の規定による利用決定の有効期間は決定の日より原則１年以内とし、有

効期限は、有効期間終了月の月末までとする。 

 



（利用方法） 

第７条 利用者がこの事業を利用しようとするときは、宇部市日中一時支援事業所の

指定に関する要綱（以下「事業所指定要綱」という。）第２条の指定を受けた者（以

下「指定事業者」という。）に決定に関する通知書を提示し、利用契約を結ぶもの

とする。 

（支給決定の取消し） 

第８条 市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、第５条の規定によ

る支給決定を取り消すことができる。 

（１）利用者が、当該サービスを受ける必要がなくなったと認めるとき。 

（２）利用者が、支給決定の有効期間内に、本市以外の市町村の区域内に居住地を

有するに至ったと認めるとき。 

（３）利用者又は利用者の保護者が、正当な理由なしに支給決定に係る調査に応じ

ないとき。 

（４）その他、市長が利用を不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により支給決定の取消しを行ったときは、当該取消しに係る

利用者に地域生活支援事業支給決定取消通知書（別記様式第５号）で通知する。 

（地域生活支援給付費） 

第９条 市長は、利用者が当該事業を利用したときは、当該事業に要した費用につい

て、利用者に対し地域生活支援給付費を支給するものとする。 

２ 地域生活支援給付費は、別表１の基準により算定した費用の１００分の９０に相

当する額とする。ただし、市民税非課税世帯（生活保護受給世帯を含む）の者は、

１００分の１００に相当する額とする。 

３ 市長は、利用者が当該事業を利用した場合は、当該利用者が当該事業を提供した

指定事業者に支払うべき費用について、地域生活支援給付費として当該利用者に支

給すべき額の限度において、当該利用者に代わり、当該指定事業者に支払うことが

できる。 

４ 前項の規定による支払があったときは、利用者に対し地域生活支援給付費の支給

があったものとみなす。 

（利用者負担額） 

第１０条 利用者は、別表１の基準により算定した費用の１００分の１０（以下「利

用者負担額」という。）を指定事業者に支払うものとする。ただし、市民税非課税

世帯（生活保護受給世帯を含む）の者についてはこれを免除する。 

（利用者負担額の軽減） 

第１１条 利用者の家計に与える影響その他の事情を斟酌し、障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援するための法律施行令第１７条第１項及び障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則第２６条の３の規定に

準じ、利用者の世帯の所得区分に応じ、別表２のとおり負担上限月額を定めるもの

とする。 

２ 同一世帯に利用者が複数いる場合は、世帯の負担を軽減する観点から、世帯にお

ける負担上限月額を別表３のとおり定めるものとする。 



（高額地域生活支援給付費） 

第１２条 市長は、利用者が同一の月に受けた当該事業及び移動支援事業に対して負

担上限月額を超える支払があった場合は、高額地域生活支援給付費を利用者に対し

支給する。 

２ 利用者は、前項の支給を受けようとする場合は、高額地域生活支援給付費支給申

請書（別記様式第６号）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の申請の提出を受けたときは、速やかに内容を審査し、高額地域生

活支援給付費支給（不支給）決定通知書（別記様式第７号）により、利用者に通知

するものとする。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 附則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。 

２ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

３ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

４ この要綱は、平成２４年７月１日から施行する。 

５ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

６ この要綱は、平成２６年７月１日から施行する。 

７ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

８ この要綱は、令和３年３月１日から施行する。 

（準備行為） 

１ この要綱の施行のために必要な準備行為は、この要綱の施行前においても行うこ

とができる。  

 


